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2023 年度（予算） 2022 年度(決算見込) 2021 年度(決算) 2020 年度(決算)

35,890 千円

2023 年度

千円

その他の財源の内容 広告収入

一般財源 36,464 千円 33,921 千円 34,424 千円 33,720 千円

千円

国補助金の内容

地方債 千円 千円 千円 千円財源

内訳

国補助金
千円 千円 千円

その他の財源
（使用料、手
数料など）

2,500 千円 2,112 千円 1,870 千円 2,170

財源合計 38,964 千円 36,033 千円 36,294 千円

0.7 人 5,110 千円 0.7 人 5,093 千円

総事業費 38,964 千円 36,033 千円 36,294 千円 35,890 千円

人件費合計 0.7 人 4,951 千円 0.7 人 5,165 千円

千円 0.7 人 5093 千円

臨時職員等 人 0 千円 人 0 千円 人 0 千円 人 0 千円

4951 千円 0.7 人 5165 千円 0.7 人 5110

千
円

関連事業
（同一目的事業等）

コ
ス
ト

事
業
費

事業費合計 34,013 千円 30,868 千円 31,184 千円 30,797 千円

事業費内訳
（2022年度分）

制作費…3,751千円
印刷費・配布費…14,745千円
新聞折込費…11,378千円
視覚障害者向け広報制作費…873千円
その他（謝礼、プレゼント等）…119千円

人
件
費

担当正職員 0.7 人

15,152
千
円

県広報とやま新聞折込業務 11,263
千
円

視覚障害者向け広報制作配布業務 869
千
円

目　的
（何のために）

県民に、県が重点を置いて取り組んでいる施策を分かりやすく紹介することで県政への
理解や参加を促し、また県内全域の情報を届けることで郷土に対する愛着を深めていた
だくため。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

幅広い県民を対象(小学生以上)
（※幅広い県民へ届けたいが、実際は新聞購読率が高い40-60代がメイン
読者層　R2総務省調査…60代 53.7%、50代 39.4％、40代 24.1%）

対象者数（全住民に対する割合）

958,687 人 94 ％

実施方法

■直接実施（直営）

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：㈱チューエツ　ほか　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

県広報とやま制作業務 3,784
千
円

県広報とやま印刷業務

根拠法令等 担当課･係名 広報課・広報・イメージアップ担当

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 釣　

実施の背景
県民参加による県民に開かれた県政の推進のために、県政を一方的に発信するのではなく、写
真などを多く入れて、読みやすく、わかりやすく伝える新たな広報紙を、昭和43年度に創刊したも
の。

事業シート（概要説明書）

予算事業名 県広報とやまの発行 事業開始年度 昭和43年度

上位施策事業名 担当局・部名 知事政策局

ここから成果指標を導きます。

事業番号：8月19日（土）②



2023 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 県広報とやまの発行 事業開始年度 昭和43年度

事業番号：8月19日（土）②

2020 年度

2022 年度 2021 年度 2020 年度

/

18 17

210万/210万

年度

『県の広報活動に関するアンケート』
富山県の情報を県広報とやまから得ている人の割合 ％ 77.1/- 83.0/- 66.7/-

県広報とやまプレゼントクイズ（アンケー
ト）回答数　※１回あたり平均 件 1340/- 994/- 593/-

発行数 円 19

205万/205万

2021

約189万/210万

/ /

/

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

・県広報とやまは、多くの世帯が新聞を購読していた時期に発行がはじまったこともあり、新聞
折込を通じて、各家庭へ届けてきた。アンケートでも、県政情報を広報紙から入手している人の
割合が他の媒体と比較して多く、今も県政情報を広く伝える手段となっている。

・しかし近年、世帯数が増加する一方で(403,989世帯（R2）⇒408,094世帯（R4))、新聞購読者数
は大幅に減少しており（356,482(R2)⇒334,854(R4)）、新聞折込だけでは全世帯をカバーするこ
とが難しくなってきている。広報紙は、新聞折込のものを見ている県民が大半（82%）となってい
るため、新聞購読者数が減少すると、県民に県政情報を届けにくくなる。
　また、新聞を購読していない層にも幅広く伝えるためWEBでも掲載しており、SNSを通じて発信
しているが、あまり浸透していない。

・以上の理由から、より多くの県民に県広報とやまを届けるために、今後どのように配布・発信
していくべきか課題と感じている。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

予算に差はあるものの、R4時点では、全都道府県で発行している。
＜参考（R4近隣県の状況）＞
・石川県…年４回発行（A4版16頁）、77,130千円
・福井県…年10回発行（A4版８頁（年２回12頁））、69,193千円

特記事項

/

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

・県が取り組んでいる施策や県内の情報を、県広報とやまを通して知ってもらう
・一方的ではなく双方向の広報紙を目指すため、アンケート回答数を多く獲得する。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費

『県の広報活動に関するアンケート』
　県広報とやまを見る人の割合 ％ 92.6/- 94.9/- 87.3/-

2022 年度

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位

県広報とやま発行数(５回合計) 部 185万/185万

／

県広報とやま配布数(５回合計) 部 約170万/185万 約181万/205万

/

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。








